
 

北海道告示第 11303 号 

 平成 10年北海道告示第 500 号（北海道補助金交付規則に定める申請書等の様式保健福祉

部））の一部を次のように改正する。 

 

  令和７年８月４日 

 

                            北海道知事 鈴木 直道 

  

 

 保福第 121 号様式を次のように改める。 



 

                                                                 
保福第１２１号様式（第３条第２項、第５条第１項） 
 

事業実績及び補助金等交付申請額算出内訳書 
 
                                     申請者氏名 
 
１ 身体障害者手帳の所有状況 
       番 号              障害等級       級   
 
２ 医療機関への通院状況 
 （１）人工透析療法を受療している医療機関名及び所在地 
 
        名称                              
 
        所在地                             
 
 （２）申請者の住所地から医療機関の所在地までの距離                   km 
                        （そのうちＪＲを利用する距離          km） 
 
 （３）通院の際利用する交通機関 
 
                                              
 
 （４）居住する市町村に人工透析療法を実施する医療機関がある場合の申請理由（アからキ 

のいずれかに○をし、キの場合は具体的に記載すること。） 
ア 居住する市町村の医療機関では透析患者が多く受診できないため 
イ 当初に受診した医療機関へ継続して通院が必要なため 
ウ 合併症等により専門的医療機関での人工透析が必要なため 
エ 就業等の事情により、居住する市町村の医療機関で受診できないため 
オ 居住する市町村内に更生医療の指定を受けた医療機関がないため 
カ 市町村合併により、受診する医療機関が居住市町村内の医療機関となったため 
キ その他（                                ） 
 

３ 補助金等交付申請額算出内訳 
 

 
月区分 

 

単      価 
（往復分） 

a 

 
通院回数 

b 

補助対象経費 
(通院に要した経費) 

c=a×b 

 
補助率 

d 

補助金等 
交付申請額 

e=c×d 
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注１ この様式は、腎臓機能障がい者通院交通費に要した経費に係る補助金の交付を申請する  
場合に使用すること。 

  ２ この様式には、次の書類を添付すること。 
  （１）身体障害者手帳の写し 
  （２）医療機関の通院証明書 
  （３）住民票等、申請者の属する世帯の世帯員全員を確認できる書類 
  （４）次の者についての前年の所得額及び所得税額を確認できる書類 
    ①申請者 
    ②配偶者 
    ③申請者の子、父、母、孫、祖父母、その他の直系血族又は兄弟姉妹のうち、申請者     

の生計を維持している者 
    ④申請者の属する世帯に①②③の者以外で前年に所得税を課された者がいるときは、     

その者 
    ※前年の所得額及び所得税額を確認できる書類の例は、以下のとおりである。 
     ア 自営業者 前年分の確定申告書の控え（又は写し）等 
     イ 給与所得者 前年分の確定申告をされた者は、確定申告書の控え(又は写し)等、 
      前年分の確定申告をされていない者は、給与所得の年末調整済みの源泉徴収票等 
     ウ 申請者の属する世帯の所得税額の合計が０円の方 市町村民税課税証明書等 


